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厚生労働省発健第1023001号  

平成20年10月 23日  

厚生科学審議会会長 久 道 茂 鼓  

厚生労働大臣 舛 添  

諮  問  書  

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和32年法律第164  

号）第56条の2第1項の規定に基づく理容業、美容業＼クリーニング業、興行場営  
業、飲食店営業（すし店）の振興指針を別紙のとおり改正することについて、同法第  
58条第2項の規定に基づき、貴斜こ意見を求めます0  
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±  

主  

厚科審第18号  
平成20年10月23日  

生活衛生適正化分科会分科会長   

井 原 哲 夫 殿  

厚生科学審議会会長  

久 恵  

理容業、・美容業、クリーニング業、興行場営業及び飲食店営業（すし店）の  
振興指針の改正について（付議）  

標記について、平成20年10月23日付厚生労働省発健第1023001号をもって厚生  
労働大臣より諮問があったので、厚生科学書議会運営規程第3条の規定に基づき、  
貴分科会において審議方陣いたい。  
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生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律  

（昭和32年法律第164号）（抄）  

し振興指針二  軍56条の潮振興に必   
葦な串項に閲する指針（以下「振興指針」という丁．）を定めることができる‥  

2 振興指針には、次に掲げる事項について定めるものとする。   

－一 目標年度における衛生施設の水準、役務の内容又は商品の品質、経営内容  

その他の振興の目標及び役務又は商品の供給の見通しに関する事項   

二 施設の整備、技術の開発、経営管理の近代化、事業の共同化、役務又は商  

品の提供方法の改善、従事者の技能の改善向上、取引関係の改善その他の振  

興の目標の達成に必要な事項   

三 従業員の福祉の向上、環境の保全その他の振興に際し配慮すべき事項  

3 振興指針は、公衆衛生の向上及び増進を図り、あわせて利用者又は消費者の   

利益に資するものでなければならない。  

（振興計画の認定）  

第56条の3 組合又は小組合は、組合員たる営業者の営業の振興を図るために必   

要な事業（以下「振興事業」という。）に関する計画（以下「振興計画」という。）（小組   

合にあっては、当該小組合の行う共同施設に係るも申に限る。）を作成しこ当該振   

興計画が振興指針に適合し、かつ、政令で定める基準に該当するものとして適当   

である旨の厚生労働大臣の認定を受けることができる。  

2 振興計画t●こは、次に掲げる事項を記載しなければならない。   

－ 振興事業の目標   

二 振興事業の内容及び実施時期   

三 振興事業を実施するのに必要な資金の額及びその調達方法  

3 前2項に規定するもののほか、振興計画の認定及びその取消しに関し必要な事   

項は、政令で定める。  

4 第1項の認定を受けた組合又は小組合は、毎事業年度経過後3箇月以内に、当   

該計画の実施状況について厚生労働大臣に報告しなければならない。  

5 第1項の規定による認定の申請及び前項の規定による報告は、都道府県知事   

を経由してするものとする。  
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（資金の確保）  

第56条の4 政府は、前条第1項の規定による認定を受けた振興計画（以下「認定   

計画」という。）に基づく振興事業の実施に必要な資金の確保又はその融通のあつ   

せんに努めるものとする。  

（減価償却の特例）  

第56条の5 第56条の3第1項の規定による認定を受けた組合又は小組合は、租   

税特別措置法（昭和32年法律第26号）で定めるところにより、当該認定計画に係   

る共同施設について特別償却をすることができる。  

ノ（審議会等1  

第58条 （略）  

2 厚生労働大臣は、第9条第1項、第55条若しくは第57条の12第1項の認可に   

関する処分、第9条第4項の基準の設定、第11条第1項（第56条及び前条におい   

て準用する場合を含む。）若しくは第57条第1項の規定による命令、第11条第1   

項若しくは第2項（三れらを第56条及び前条において準用する場合を含む。）の規   

定による認可の取消し、第56条の2第1項㈱こよる振興手旨針の設定又は第5   

6条の6第1項の規定による料金若しくは販売価格に係る勧告をしようとするときは、   

厚生科学審議会に諮問しなければならない。  

3 （略）  

4 （略）  
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振興指針及び振興計画のあらまし  

Ⅰ振興指針  

1 振興指針の設定目的   

生衛業の振興を計画的に推進して、公衆衛生の向上及び利用者の利   
益の増進に資することを目的として設定する。  

2 振興指針の性格  

（1）業界全体の振興を図るための指針。  

（2）生活衛生同業組合（以下「組合」という。）又は生活衛生同業組合小  
組合（以下「小組合」という。）が策定する振興計画の認定基準。  

3 設定権者   

厚生労働大臣が設定する。（法第56条の2第1項）  

4 設定業種の指定   

厚生労働大臣が生衛業のうち、業種を指定して設定する。（法第56条   
の2第1項）指定し設定した業種16種類   

クリーニング業、飲食店営業（すし店）、理容業、美容業、飲食店営業  
（めん類）、旅館業（ホテル営業一旅館営業及び簡易宿所営業）、食肉販   
売業、飲食店営業（一般飲食店、中華料理業、料理業及び社交業）及び   
喫茶店営業、食鳥肉販売業、興行場営業、浴場業、氷雪販売業  

5 振興指針の告示   

振興指針を設定した場合には、厚生労働大臣は告示を行う。  

Ⅱ 振興計画  

1 振興計画の策定目的   

組合等がその組合員たる営業者の営業の振興を計画的に推進するた   

め策定するものであり、振興指針の内容を具体化するもの。  
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2 策定者   

組合及び小組合  

3 振興計画の記載事項  

（1）振興事業の目標  

（2）振興事業の内容及び実施時期  

（3）振興事業を実施するのに必要な資金の額及びその調達方法等  

4 振興計画の認定  

組合又は小組合は、振興計画に基づいて営業の振興を図るときは、厚   

生労働大臣の認定を受けなければならない。  

（各業種の認定状況）－平成19年12月31日現在－  

クリーニング業   47件  飲食店営業（すし店）   41件   

理容業   47件  美容業   47件   

飲食店営業（めん類）   24件  旅館業   47件   

簡易宿所   1件  食肉販売業   44件   

飲食店営業（一般飲食業）   36件  飲食店営業（中華料理  

業）   

飲食店営業（料理業）   29件  飲食店営業（社交業）   37件   

喫茶店営業   29件  食鳥肉販売業   18件   

興行場営業   25件  浴場業   22件   

氷雪販売業   4件   合計 518件   

Ⅲ 振興事業に対する国の特別配慮  

融資上の恩恵（法第56条の4）  

振興事業に基づいて整備する施設設備については、日本政策金融公   

庫（生活衛生資金貸付）の融資が、有利な条件で適用される。また、振興  

事業を実施するのに必要な運転資金についても貸付の対象とされる。  
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理容業振興指針（事務局最終案修正）  

目次  

第一 営業の振興の目標に関する事項   

一  理容業を取り巻く環境   

二 今後五年間（平成二卜五年度末まで）における営業振興の目標  

第二 理容業の振興の目標を達成するために必要な事項   

一  営業者の取り組むべき事項   

1 衛生水準の向上に関する事項  

2 経営課題への対処に関する事項   

二 営業者に対する女援に関する事項   

1 組合及び連合会による営業者への支援  
2 行政施策及び政策金融による営業者の支援並びに利用者への信頼の  

向上  

第三 営業の振興に際し配慮すべき事項   

一 少子・高齢化社会等への対応   

二 環境保全及び省エネルギー の強化   

三 地域との共生  

理容業の営業者は、理容師法（昭和二十二年法律第二百三十四号）  

等を遵守しつつ、新たな衛生上の課題に対応するなど、常に衛生水準  

の向上を図らなければならない。   

また、より高い利用者の利便への対応等の経営上の課題への取組が  

求められる一方、個々の営業者による取組だけでは、十分な対策を講  

じられなかったり、成果を得るまでに時間を要したりする面がある。  

このため、生活衛生同業組合（生活衛生同業小組合を含む。以下「組  

合」という。）及び全国理容生活衛生同業組合連合会（以下「連合会  

」という。）が実施する共同事業や研修事業、都道府県生活衛生営業  

指導センター（以下「都道府県指導センター」という。）等が実施す  

る経営相談による支援に加え、株式会社日本政策金融公庫（以下「日  

本政策金融公庫」という。）による融資等により、各営業者の自主的  

な取組を支援し、もって公衆衛生の向上の計画的な推進を図ることが  

必要である。   

本指針は、現在、理容業が抱えている諸問題を克服し、利用者の要  

望の変化に的確に対応できる経営形態に移行できるよう、営業の振興  

を計画的に図り、もって公衆衛生の向上と利用者の利益の擁護に資す  
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ることを目的として、定めるものである。営業者及び組合においては、  

本指針を踏まえ、行政等と連携を図りつつ、経営の改善等に積極的に  

取り組み、国民生活の向上に貢献することが期待される。   
また、本指針は、理容業の活力ある発展を遂げるための方策について取り  

まとめたものであり、本指針の積極的な活用により、日常生活の質の向上を  

実感できる国民生活の実現、活力ある地域社会づくりへの貢献など、理容業  

の役割を増大させ、新たな発展の可能性をもたらすことが期待される。   

第一 営業の振興の目標に関する事項  

理容業を取り巻く環境   

理容業は、頭髪の刈り込み、顔そり等により容姿を整えること  

から、国民の衛生的で快適な生活を確保するサービスとして国民  

生活の充実に大きく寄与してきたところである。   

しかし、理容所の施設数は、昭和六十一年度の約十四万五千件  

から漸減傾向にあり、平成十二年度以降十四万件台で推移してき  
たが、平成十九年度には、十三万七千件に減少しており、従事理  

容師数は平成十四年度の約二十五万二千人以降減少し平成十九年  
度で約二十四万六千人となっている。この背景には、髪型に対す  

る需要の多様化、若い男性の一部に美容所志向等が考えられるが、  

特に、近年の個人所得の伸び悩みの中での理容サービスの利用頻  

度の低下、低価格や施術時間の短さを売りものにするチェーン店の出  
現による競争の激化等により経営環境は厳しいものとなっている。こ  

のような利用者ニーズの変化、経営環境に対して業界全体で的確に対  
応していくことが必要である。   

衛生面については、理容所の衛生管理に対する利用者の関心は  

高く、新たな感染症の発生状況を踏まえ、理容業においても、、公  

衆衛生の見地から感染症対策の充実を図り、利用者に対して衛生  

管理についての納得と安心感を提供することが求められている。   

また、社会全体の少子高齢化の中で、営業者自身の高齢化によ  

る後継者問題に加え、増加する高齢者層の顧客への対応、従業者  

等への育児支援等も課題となっている。  

今後五年間（平成二十五年度末まで）における営業の振興の目   

標   

理容業は、頭髪の刈り込み、顔そり等利用者の皮ふに直接触れ  

る営業であり、衛生上の問題に対して、特に注意を払わなければ  
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ならない業種である。使用する器具の消毒をはじめ、衛生上の危  
害を防止し、利用者に対して安全で良質なサービスを提供するこ  

とは営業者の責務である。   

一方、生活水準の向上に伴い、国民が生活の質的充実を志向す  
る中で、理容業に対する要望が多様化及び高度化し、利用者は、  
技術の質、料金、施設・設備、接客態度等を合理的に選好するこ  

とにより、理容所の選択を行っている。このため、従来の一  

般の整髪、顔そり、洗髪等のメニューを主体としつつ、毛髪、美  

顔術も含め、できる限り利用者から快適と評価されるようなサー  
ビスとして提供するなど、利用者の立場に立ったサービスの改善向  

上に努めるとともに、新たなメニューやサービスの導入による付  

加価値の向上を図ることにより、顧客に「満足」を与え、「快適  
」に過ごし「優美」な気持ちで帰れるような高品質なサービスの  

提供に努め、利用者の要望に対応できる個性ある店作りを行うこ  

とが必要である。   

また、裏ニ≠凍＝恵与て一トニ†・i原材料価格の高騰や世界的な金融危機ゝlに伴う経  

済状況の変化が予想されるなか、顧客の安定した確保が図られるよう、  

衛生水準を確保しつつ利用者の要望に対応したサービスの取組が重要と  

なっている。このため、立地条件や店舗に応じた経営方針を確立し、そ  
れに基づく営業時間の見直し、顧客管理の改善や営業の効率化等経営内  

容の改善への積極的な取組が必要である。   

各営業者は、これらを十分に認識し、利用者の安全衛生の確保、  

技術及び接客サービスの向上、利用者に対する情報提供等に積極  

的に取り組むことにより、理容業に対する利用者の理解と信頼の  

向上を図ることを目標とすべきである。  

理容業の振興の目標を達成するために必要な事項  

営業者が取り組むべき事項   

1 衛生水準の向上に関する事項   

（－→）日常の衛生管理に関する事項  

理容業は、人の身体の一部である毛髪及び皮ふに鋭利な刃   

物を当て、又は化学薬品等を使用して容姿を整える営業であ  

り、人の身体の安全及び衛生に直接関わる営業である。この  

ノ妨一 一  
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ため、営業者及び従業員は、理容師法等の関係法令を遵守す   

ることは当然のことであり、衛生上の問題発生の防止及び衛   

生水準の一層の向上を図るため、衛生に関する専門的な知識   
を深め、常時、施設及び設備、器具等の衛生管理に努めると   

ともに、各種器具、化学薬品、整髪剤等の適正な取扱い、毛   

髪など廃棄物の適切な処理にも十分留意し、衛生管理の改善   
に取り組むことが必要であり、感染症及び皮膚障害等の発生   

防止に努めるものとする。  

利用者の関心は、特に、肝炎、エイズ、新型インフルエン   

ザ等の感染症の発生状況や発生の可能性を踏まえた感染症対  
［一ノ  吊一亘＋十リイ早け辛け斗ゴ ／）リil－を，小   

策の充実にある。捧遠㌣轟率粛ニニ；ら一夏＃キセ註一斗ヰふ諭藻昌 ノニい   
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争 ことも留意すること   

が必要である。したがって、営業者は、皮ふに接するタオル   

及び布片並びにかみそり等刃物の消毒の徹底に努めるととも   

に、作業中は汚れの目立ちやすい清潔な外衣の着用、顧客一   

人ごとの作業前後のうがい、手指の洗浄や消毒、つめの手入   

れ、顔そり等の場合のマスクの着用等の衛生管理を徹底し、   

さらに、従業者の健康管理に十分留意し、従業員に対する衛   

生教育及び指導監督に当たることが必要である。  

そして、これらの取組を利用者に分かりやすく伝えること   

が、利用者に納得と安心感を提供するために最も重要である。   

（二）衛生面における施設及び設備の改善に関する事項  

営業者は、日常の衛生的管理の取組に加えて、店舗を衛生   

的に保つとともに、設備及び消毒器材について定期的かつ積   

極的にその改善に取り組むことが重要である。  

また、利用者にとって安全及び衛生は最大の関心事項であ   

るため、衛生管理を徹底した店舗であるとの印象を利用者に   
与えることが重要である。したがって、消毒器材等を利用者   

に見えやすい場所に設置するなどの改善に取り組むことも必   

要である。  

2 経営課題への対処に関する事項  

経営課題への対処については、営業者の自立的な取組が前  
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提であるが、多様な利用者の要望に対応する良質なサービス   

を提供し、もって国民生活の向上に貢献する観点から、営業   
者においては、次に掲げる事項を念頭に置き、経営の改善に   

積極的に取り組むことが期待される。   

（一）経営方針の明確化及び独自性の発揮に関する事項  

営業者は、自店の経営能力や市場の状況を適切に把握し、それ   

に適合した経営を実現するとともに、経営管理の合理化及び効率   

化を図ることが必要である。  

また、営業者は、自店の立地条件、顧客層、経営規模、メ  
ニュー、技術力等を考慮し、例えば、地域に根ざした中高年   
齢者や家族客等を顧客とする家族的な店、または、若者等を   

対象に多様なメニューを提供する店など、自店の経営方針を  
明確化することが重要である。  

その際、既に地域に定着している店であっても、顧客層の  
変化、顧客の要望の変化等の需要動向、周囲の競合店の状況  

等の情報を収集し、他店のサービスと比べて、自らの店が顧  
客の立場に立ってどのような付加価値を提供できるのか、経  

営意識の改革に努めるとともに、将来を見据えた経営方針を  

確立し、経営を行うことが必要である。  
特に、家族経営等の小規模店は、営業者や従業員が変わる   

ことはほとんどないため、経営手法が固定的になりやすく、   

新たな経営課題が発生した場合に、経営の改善に取り組むこ   

とが難しい面がある。このため、営業者は、都道府県指導セ   
ンター等の経営指導機関による経営診断を積極的に活用する   

ことが望まれる。   

（二）サービスの見直し及び向上に関する事項  

営業者は、それぞれの店の立地条件及び経営方針に照らし、   
営業日や時間を見直すとともに、精神的な癒し（リラクゼーシ   
ョン）のための店内の雰囲気作り、接客技術の向上、毛髪や   

顔そり後の肌の手入れ等の知識の提供など、顧客の立場に立   

ったサービスの見直しに努めることが必要である。  

提供するメニューについても、目標とする顧客層に応じて、   
主として若者を対象とした新しいヘアスタイル、毛染め（カ   
ラーリング）、 男性向けネイルケア等のファッション性を重   

視するメニュー、 女性向けシェービング、美顔を含めた身体   
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全体のエステティック等肌の管理を重視するメニュー、シャ   

ンプーと頭皮ケア等の育毛・スキヤルプトリートメント、ア   

ロマセラピー等のリラクゼーションメニュー、 中高年齢者向   

けのヘアカウンセリング等のメニュー、高齢者を対象とした   

福祉理容の出張サービス等のメニューなど、顧客の要望と自   

店の経営方針に合ったメニューの見直しや開発を行うことが望   

ましい。  

また、クールビズヘア、冷シャンプー等の社会性を配慮した新   

たな取り組みについて利用者にアピールすることも考えられる。   

（三）施設及び設備の改善に関する事項  

営業者は、清潔で好ましい店となるよう定期的な内外装の   
改装に努めるとともに、顧客層、店の従業者規模等に応じた   

サービスの内容やメニューに合ったより快適な椅子及び洗髪   

設備、毛髪診断設備、エステティックをはじめとするリラク   

ゼーションメニューのための設備、高齢者向けバリアフリー   

等の施設及び設備の改善に努めるものとする。   

（四）情報通信技術を利用した新規顧客の獲得及び顧客の確保に関す  

る事項  

営業者は、顧客との信頼関係に基づき顧客情報を適正に管理し、   

その情報を真に誕生日又は記念目に合わせて各種サービスの実施に   

ついて顧客へダイレクトメールを発送するなど、顧客への積極的な   

働きかけをするとともに、パーソナルコンピュータを利用して業務   

の合理化及び効率化を図ることが重要である。  

また、インターネット等の情報通信技術を効果的に活用し、ホー   

ムページの開設、割引サービスの実施、インターネット等による予   

約、異業種との提携等を行うなど、新たな顧客の確保に努めること   

が必要である。  

また、利用者の利便を考慮して、クレジットカード、電子決済等   

の普及に努めることも必要である。  

営業者は、必ずしも個人情報の保護に関する法律（平成十五年法   

律第五十七号）に規定される個人情報取扱車業者に該当するとは限   

らないが、同法の趣旨を踏まえ、顧客データ等の管理に当たっては、   

適正に対応することが必要である。   

（五）表示の適正化と苦情の適切な処理に関する事項  

－12 －   



営業者は、店外など利用者の見やすい場所にメニ   
ューとサービスごとの料金を明示すべきであり、顧客にとっ   

て初めてとなるメニューの施術に際しては、十分な事前の説  

明を行うべきである。  

また、営業者は、財団法人全国生活衛生営業指導センター  
用召和五十五年三月二十四日に財団法人全国環境衛生営業指   

導センターという名称で設立された法人をいう。以下「全国   

指導センター」という。）が定めるサービスの内容並びに施   

設及び設備の表示の適正化に関する事項等を内容とする理容   
業の標準営業約款に従って営業を行う旨の登録をし、標識及   

び当該登録に係る約款の要旨を掲示するよう努めるものとす  

る。  

さらに、営業者は、事故が生じた場合には、適切かつ誠実   
な苦情処理と賠償責任保険等を活用した損害の補填を行い、   

顧客との信頼関係の維持向上に努めるものとする。  
（六）人材育成及び自己啓発の推進に関する事項  

理容業は、対人サービスであり、従業者の資質がサービス   

の質を左右することから、優秀な人材の獲得及び育成を図る   

ことが極めて重要な課題である。特に、若手従業者の育成及   

び指導を図るとともに、若者に魅力ある職場作りに努めるこ  

とが必要である。  

したがって、営業者は、従事者が新しいヘアスタイル等の   

新メニューに対応できるよう、技術面を向上させるとともに、   

接客技術、顧客への知識提供等の面での技能向上にも努める   

必要がある。また、安全衛生履行の観点も含め、従業者に対   
する適正な労働条件の確保に努めるものとする。  

さらに、営業者は、後継者及び独立を希望する従業員が、   
経営、顧客管理、従業員管理等の技能を取得できるよう、自   
己啓発を促すとともに、後継者及び従業員の人材育成に努め  

ることが必要である。  

営業者に対する支援に関する事項   

1 組合及び連合会による営業者の支援   

組合及び連合会においては、営業者における自立的な経営改   

善の取組を支援するため、都道府県指導センター等の関係機関   

との連携を密にし、次に掲げるような事項についての取組を行   
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うよう努めるものとする。   

（一）衛生に関する知識及び意識の向上に関する事項  

営業者に対して衛生管理を徹底するための研修会及び講習   

会の開催、衛生管理の手引の作成等による普及啓発、毛髪及   

び肌の健康管理等に関する新技術の開発、衛生管理体制の整   

備充実、化粧品の組み合わせによる事故防止並びに各種感染   

症対策等の情報提供に努めるものとする。   

（二）施設及び設備の改善に関する事項  

衛生水準の向上、経営管理の合理化及び効率化、利用者の  

利益の増進等に対応するための施設及び設備の改善に関す   

る指導助言並びに情報提供に努めるものとする。  

また、高齢者等の利便性を考慮した店舗の設計やサービスの提   

供等について研究を行うことにより、営業者の取組を支援すること   

に努めるものとする。  

（三）利用者の利益の増進に関する事項  

サービスの適正表示、営業者が自店の特質に応じ作成する   

接客手引の基本となるマニュアルの作成、利用者意識調査、   
利用者を対象とした理容啓発講座の実施及び利用者の理容施   
術に対する正しい知識の啓発のためのパンフレットの作成に   

努めるものとする。   

（四）経営管理の合理化及び効率化に関する事項  

先駆的な経営事例等経営管理の合理化及び効率化に必要な   

情報、地域的な経営環境条件に関する情報並びに理容業の将   

来の展望に関する情報の収集及び整理並びに営業者に対する   

これらの情報提供に努めるものとする。   

（五）営業者及び従業員の技能の改善向上に関する事項  

新しいヘアスタイル、福祉理容、ヘアカウンセラー、美顔   
エステティック等新しいサービスに関する講習会や技能コン   

テストの開催、連合会独自の技能資格制度の整備等による、   
新しい顧客需要に対応した理容技術の向上及び普及啓発に努   

めるものとする。  
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（六）事業の共同化及び協業化に関する事項  

事業の共同化及び協業化の企画立案並びに実施に係る指導  

に努めるものとする。   

（七）取引関係の改善に関する事項  

共同購入等取引面の共同化の推進、理容用品業界の協力を  
得ながらの取引条件の合理的改善及び組合員等の経済的地位  

の向上に努めるものとする。  

また、関連業界と連携を深め、情報の収集及び交換会の機  
会の確保に努めるものとする。  

（八）従業者の福祉の充実に関する事項  

従業者の労働条件整備、作業環境の改善及び健康管理充実  

のための支援、医療保険（国民健康保険又は健康保険）、年  
金保険（国民年金又は厚生年金保険）及び労働保険（雇用保  

険及び労働者災害補償保険）の加入等に係る啓発、組合員等  

の大多数の利用に資する福利厚生の充実及び共済制度（退職  

金、生命保険等）の整備・強化に努めるものとする。  

（九）事業の承継及び後継者支援に関する事項  

事業の円滑な承継に関するケーススタディ、成功事例等の  

経営知識の情報提供及び後継者支援事業の促進に努めるもの  

とする。   

2 行政施策及び政策金融による営業者の支援並びに利用者の信頼  

の向上  

（一）都道府県指導センターにおいては、組合との連携を密にし、  
営業者に対する経営改善のため経営指導員、経営特別相談員  

等による具体的指導、助言等の支援を行うとともに、利用者  

からの苦情や要望を組合を通じて個々の営業者に伝え、、その  

営業に反映させるなど、利用者の信頼の向上に積極的に取り  

組むものとする。  

また、保健所をはじめとする都道府県生活衛生営業関係部  

局と連携を図り、新規開業者及び未加入事業者に対する組合  

加入促進策を講じるものとする。   

‾ほ 山   



（二）全国指導センターにおいては、（一）の都道府県指導センタ   

ーの取組を推進するため、利用者の意見も反映した営業者の   
経営改善の取組に役立つ情報の収集・整備や営業者への当該   

情報の提供、苦情処理マニュアルの作成等に積極的に取り組   

むものとする。  
また、標準営業約款制度に関し、都道府県指導センターと   

連携を図り、各営業者の標準営業約款の登録の促進策を講じ   

るものとする。   

（三）国、都道府県等においては、営業の健全な振興を図る観点   

から、理容師法等関係法令の施行業務等を通じ、営業者に対   

し、理容業に関する指導監督、安全衛生、利用者からの苦情対応   

をはじめとする情報の提供その他の必要な支援に努めるものとす   

る。   

（四）日本政策金融公庫においては、施設及び設備の改善等につ   

いて、営業者が利用しやすい生活衛生資金貸付による融資の   
実施、災害時における相談窓口の設置等必要な支援を行うととも   

に、生活衛生関係営業に係る経済金融事情等の把握、分析及び関   

係団体への情報提供に努めるものとする。  

第三 営業の振興に際し配慮すべき事項  

一少子・高齢化社会等への対応  

理容所は、商店街や住宅街にある店舗が多いため、地域に密着し  

た業態であると言える。営業者は、高齢者や障害者が住み慣れた地  

域社会で安心して充実した日常生活を営むことができるよう、バリ  

アフリー対策に積極的に取り組むとともに、出張サービス、高齢者  
や障害者に配慮した理容施術の開発など、高齢化社会における幅広  

い取り組みが期待される。  

また、男女共同参画社会の推進及び少子化社会における育児支援  

の観点から、従業者の育児て吐・－h－ニ』・ふ巌ヰ射捗由支援や、子供達れの客  

が利用しやすいよう店内設備等を改善することも必要である。  

さらに、営業者は、理容所の施設が身体障害者補助大法（平成十  

四年法律第四十九号）において身体障害者が同伴する身体障害者補  

ー16 －  

F   



助大の入店を拒否できないことを十分に認識し、対応することが必   
要である。   

このほか、営業者は、利用者が高齢化することを考慮した従業員へ   

の教育及び研修に努めるものとする。また、高齢者、障害者、妊産   
婦等に優しい環境の実現、受動喫煙の防止、優先的な席の確保等に   

ついて取り組むことが必要である。   

環境保全及び省エネルギーの強化   

営業者は、化学物質や産業廃棄物の処理等の環境問題に配慮  

し、営業活動で生じた薬品、化粧品等の各種容器や廃液、毛髪  

等の廃棄物等の適切な処置にも十分留意し、環境の保全に積極  

的に努めるものとする。   

また、店舗の改修、機器の購入及び更新に際しても、省エネ  

ルギー性能の高い機器の導入について配慮し、温室効果ガス排  

出抑制に努めるものとする。   

地域との共生   

営業者は、地域社会における行事等に積極的に参加し、地域住民に  

対して理容所の店舗の存在、提供するサービスの内容をアピールする  

機会を設けるものとする。例えば、児童の緊急避難場所としての「理  

容こども110番の店」への参加などの地域の防犯活動への協力、地  

域における街づくりへの積極的参加、地震等の大規模災害が発生した  

場合の地域住民への支援の展開など、様々な地域社会活動の一翼を担  
い、地域と共生していくことが期待される。   

このため、組合及び連合会においても、地域の自治体等と連携しな  

がら、社会活動を企画し、指導又は援助を行うことができる指導者の  

育成に積極的に取り組むとともに、営業者を支援することが期待され  

る。   

また、業種を超えて相互に協力を推進し、地域における特色のある  
取り組みを支援することが期待される。  

卜   




